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１．はじめに
平成１６年の刑事訴訟法等の一部を改正する法律（平成１６年法律第６２号）
によって，公判前（期日間）整理手続が導入され，それにともない新しい
証拠開示制度が導入された。この証拠開示制度における問題の１つとして，
刑事訴訟法３１６条の２６第１項における証拠開示命令の対象となる証拠の範
囲がある。これに関して，最高裁判所第三小法廷平成１９年１２月２５日決定，
最高裁判所第三小法廷平成２０年６月２５日決定，および最高裁判所第一小法
廷平成２０年９月３０日決定と相次いで重要判例が出された。そこで，これら
３つの最高裁判所決定を素材として，公判前（期日間）整理手続における
証拠開示制度の実体面と手続面を考察してみたい。以下ではまず，これら
３つの最高裁判所決定について，各事案の概要と決定要旨をまとめること
からはじめる。
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２．３つの最高裁判所決定
（１）最高裁判所第三小法廷平成１９年１２月２５日決定（刑集６１巻９号８９５頁）
〔事案の概要〕
（１）被告人は，平成１９年２月５日，さらに同年３月５日，偽造通貨行
使の事実で東京地方裁判所に起訴され，これらの弁論は併合された。同月
１６日，上記被告事件の第１回公判期日が開かれ，被告人は，罪状認否にお
いて，手元にあった旧１万円札を共犯者とされる者に渡したことはあるが，
それが偽札とは思っていなかったなどと陳述した。そこで，事件は期日間
整理手続に付され，公判期日は追って指定とされた。
検察官は，「犯行動機，犯行に至る経緯等」を立証趣旨として，被告人
の供述書，警察官に対する供述調書各１通を証拠請求した。弁護人は，上
記証拠を不同意とし，任意性を争い，公判期日においてすることを予定し
ている主張として，警察官による自白を強要する威嚇的取調べ，利益提示
による自白の誘引等を明示した。弁護人は，上記主張に関連する証拠とし
て，刑訴法３１６条の２０第１項にもとづき，被告人の取調べにかかる，〔１〕
検察官の取調メモ（手控え），取調小票等，〔２〕検察事務官の取調メモ（手
控え），〔３〕警察官の取調メモ（手控え），取調小票，調書案，備忘録等，
〔４〕警察官・検察官間の連絡メモ等の開示を請求した。本件開示請求に
対して，検察官は，〔１〕ないし〔４〕のメモ等は，本件一件捜査記録中
には存在しないと回答した。
検察官は，平成１９年８月２９日の第９回期日間整理手続において，「被告
人の取調状況等」を立証趣旨として，上記被告人の供述書，警察官に対す
る供述調書作成時の取調官であるとともに，後記被告人の警察官に対する
供述調書５通作成時の取調官でもあるＡ警部補を証人請求し，また，同年
９月１２日の第１１回期日間整理手続において，「犯行状況等」を立証趣旨と
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して，新たに被告人の警察官に対する供述調書５通を証拠請求した。弁護
人は，上記供述調書５通を不同意とし，任意性を争った。平成１９年１０月９
日，弁護人は，刑訴法３１６条の２６第１項にもとづき，〔１〕ないし〔４〕の
メモ等の開示命令を請求した。検察官は，平成１９年１０月１６日付け意見書に
おいて，本件一件捜査記録中には存在しないと回答し，さらに，同月１７日
の第１４回期日間整理手続期日において，上記回答の趣旨は，検察官が現に
保管する一件捜査記録のみならず司法警察員が保管する未送致記録中にも
存在しない趣旨であると釈明した。
（２）原々審である東京地方裁判所は，上記証拠開示命令の請求につい
て，請求に係る〔１〕ないし〔４〕のメモ等は「本件一件捜査記録中に存
在しないもの」と認められ，仮に，「捜査官が上記〔１〕ないし〔４〕に
あたるようなメモ等を私的に作成し，所持していたとしても，それらは，
その作成者が取調べの際に必要に応じて供述の要点を備忘のために書き留
め，供述調書作成の準備として用いられるなどした個人的な手控えのたぐ
いであると考えられるから，その性質上そもそも開示の対象となる証拠に
該当しない」として，請求を棄却した（原々決定）。これに対して，弁護
人は，原々決定の取消しと上記証拠の開示命令を求めて，即時抗告をした。
（３）原審である東京高等裁判所は，刑事訴訟法第３１６条の２０により検察
官が開示義務を負うべき範囲について，「原則として，検察官の手持ち証
拠に限られるというべきであるが，検察官が容易に入手することができ，
かつ，弁護人が入手することが困難な証拠であって，弁護人の主張との関
連性の程度及び証明力が高く，被告人の防御の準備のために開示の必要性
が認められ，これを開示することによって具体的な弊害が生じるおそれが
ない証拠が具体的に存在すると認められる場合には，これは，いわば『検
察官が保管すべき証拠』というべきであるから，検察官の手持ち証拠に準
じ，これについても証拠開示の対象となると解すべき」という基準を判示
した。そして，以上の審理経過に照らすと，現段階においては，本件期日
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間整理手続の過程において，被告人の自白状況を立証する証拠としては被
告人の警察官に対する供述調書に限られており，この調書の任意性が争点
として絞り込まれて，その任意性の立証のために検察官はＡ警部補の取調
べを請求している状況にあると認められることから，この基準にしたがっ
て，弁護人が求める証拠開示の範囲を検討した場合，〔１〕，〔２〕，〔４〕
に関する開示請求は理由がないとした。他方で，〔３〕に関しては，その
審理を行うにあたり必要であるとして，検察官に対して，本件開示請求に
係る証拠の存否を明らかにするとともに，その開示による弊害を具体的に
主張するよう求めたが，検察官は，「証拠開示の対象となる証拠は，検察
官が現に保管する一件捜査記録中にある証拠であることについては，すで
に本年１０月１６日付けで東京地方裁判所あてに提出した検察官作成の意見書
に記載したとおりであり，同記録中には，御指摘の取調メモ及び備忘録等
は存在しない。したがって，その余の事項については釈明する必要はない
ものと思料する。」と回答していたため，原審は，上記基準に照らして，「取
調べメモ（手控え），備忘録等は，犯罪捜査規範により警察官に作成及び
保存が義務付けられている以上，裁判所としては，検察官が本件開示請求
に係る取調べメモ（手控え），備忘録等の存否を明らかにしようとしない
という事情によってその存否が不明な場合には，これが存在することを前
提とせざるを得ず，本件において，被告人の取調べに係るＡ警部補が作成
した取調べメモ（手控え），備忘録等が，検察官が容易に入手することが
でき，かつ，弁護人が入手することが困難な証拠であって，弁護人の主張
との関連性の程度及び証明力が高く，被告人の防御の準備のために開示の
必要性が認められる証拠に該当することは明らかというべき」であり，ま
た，「このような取調べメモ（手控え），備忘録等を開示することにより一
般的に弊害があるとは考えにくいところ，本件における具体的な弊害につ
いても検察官から何ら主張が行われていないのであるから，これがあると
認めることもできない」として，原々決定を変更し，検察官に対し，「被
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告人の取調べに係るＡ警部補作成の取調べメモ（手控え），備忘録等」の
開示を命じた（原決定）。これに対して，検察官が特別抗告をした。
〔決定要旨〕 特別抗告棄却
広島高等裁判所平成１８年（く）第９０号同年８月２５日決定，名古屋高等裁
判所平成１９年（く）第６０号同年５月２５日決定を判例変更したうえで，次の
ように判示した。
「公判前整理手続及び期日間整理手続における証拠開示制度は，争点整
理と証拠調べを有効かつ効率的に行うためのものであり，このような証拠
開示制度の趣旨にかんがみれば，刑訴法３１６条の２６第１項の証拠開示命令
の対象となる証拠は，必ずしも検察官が現に保管している証拠に限られず，
当該事件の捜査の過程で作成され，又は入手した書面等であって，公務員
が職務上現に保管し，かつ，検察官において入手が容易なものを含むと解
するのが相当である。」
「公務員がその職務の過程で作成するメモについては，専ら自己が使用
するために作成したもので，他に見せたり提出することを全く想定してい
ないものがあることは所論のとおりであり，これを証拠開示命令の対象と
するのが相当でないことも所論のとおりである。しかしながら，犯罪捜査
規範１３条は，『警察官は，捜査を行うに当り，当該事件の公判の審理に証
人として出頭する場合を考慮し，および将来の捜査に資するため，その経
過その他参考となるべき事項を明細に記録しておかなければならない。』
と規定しており，警察官が被疑者の取調べを行った場合には，同条により
備忘録を作成し，これを保管しておくべきものとしているのであるから，
取調警察官が，同条に基づき作成した備忘録であって，取調べの経過その
他参考となるべき事項が記録され，捜査機関において保管されている書面
は，個人的メモの域を超え，捜査関係の公文書ということができる。これ
に該当する備忘録については，当該事件の公判審理において，当該取調べ
状況に関する証拠調べが行われる場合には，証拠開示の対象となり得るも
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のと解するのが相当である。」
（２）最高裁判所第三小法廷平成２０年６月２５日決定（刑集６２巻６号１８８６
頁）
〔事案の概要〕
（１）被告人は，平成１９年１１月１日，覚せい剤取締法違反（自己使用）
の事実で福岡地方裁判所に公訴提起された。同年１２月１９日に開かれた第１
回公判期日において，本件被告事件は期日間整理手続に付され，平成２０年
３月１７日に至るまで計４回の期日を経て，本件被告事件の争点は，「被告
人が天神交番に立ち寄ってから中央署で尿を提出するまでの警察官らの被
告人に対する行為の適法性」との点に絞り込まれた。
検察官は，天神交番で勤務中の警察官らは被告人に覚せい剤使用の嫌疑
を認めたので，承諾を得て同人を中央署に任意同行しようとした，被告人
が同交番で異常な挙動を示したので，警察官らは警察官職務執行法に基づ
き被告人を保護した，警察官らは被告人をパトカーに乗せ中央署に向かっ
たが，車内で同人が落ち着きを取り戻したので，中央署に到着後，同人の
保護を解除した，被告人は中央署において尿を任意提出した旨主張した。
それに対し，弁護人は，警察官らは保護手続の要件がないにもかかわらず
あるように装い，天神交番で被告人の身体を違法に拘束し，そのまま中央
署に連行して強制的に尿を提出させた，甲１ないし５（被告人の尿の任意
提出書，領置調書，鑑定嘱託書謄本，鑑定書，被告人の腕を撮影した写真
撮影報告書）及び乙１ないし４（被告人の検察官調書，警察官調書）はい
ずれも違法収集証拠であって採用すべきではない旨反論した。
期日間整理手続が進行する中，弁護人は，主張関連証拠として検察官に
開示を求めた証拠が，「存在しない」（後記〔１〕ないし〔３〕），あるいは
「証拠を識別するに足りる事項を具体的に明らかにされたい」（後記〔４〕）
との理由でいずれも開示されなかったことから，刑訴法３１６条の２８第２項，
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同条の２６第１項に基づき，本年２月２９日，以下の証拠の開示命令を申し立
てた（以下，請求そのものを示す場合には「〔１〕の請求」と，請求の対
象となっている証拠を示す場合には「〔１〕の文書」との表記をする）。
〔１〕天神交番の平成１９年１０月１日午後３時から同８時までの間の電
話の着信・発信の履歴
〔２〕警察官Ｃ，同Ｂ，同Ｄの各供述調書，捜査報告書，メモ
〔３〕警察官Ｅ，同Ｆの各供述調書，捜査報告書，メモ
〔４〕被告人に対する本件被疑事実での逮捕状の請求手続に用いた資
料
原裁判所は，検察官の意見を聴いた上，本年３月６日，上記〔４〕の請
求を棄却するとともに，上記〔１〕ないし〔３〕の請求を判断するため，
検察官に対し，以下のとおり釈明を求めた。
ａ〔１〕の文書の存否（警察において保管中のものを含む）
ｂ 本件保護状況ないし採尿状況に関する記載のある警察官Ｃ，同
Ｂ，同Ｄ，同Ｅ及び同Ｆ作成の各供述調書，捜査報告書及びメ
モの存否（これらの者が作成した備忘録であって，警察官ない
し警察において保管中のものをふくむ。ただし，既に開示済み
のものを除く。）
ｃ 上記各証拠が存在する場合，それらを開示することによって生
じるおそれのある弊害の内容及び程度
これに対し，検察官は，同月１０日，ａについて「不存在」，ｂについて
は「供述調書については不存在。捜査報告書については開示済みのもの以
外は不存在。メモについては個人的メモ以外は不存在」と回答するととも
に，ｃについては，「上記のとおり不存在であるので釈明の要はないもの
と思料する。」との意見を述べた。原裁判所は，翌１１日，上記〔１〕の請
求を棄却するとともに，上記〔２〕及び〔３〕の請求の判断に必要である
との理由から，検察官に対し，「本件保護状況ないし採尿状況に関する記
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載のある警察官Ｃ，同Ｂ，同Ｄ，同Ｅ及び同Ｆ作成のメモ（検察官が平成
２０年３月１０日付け求釈明に対する意見書２項において『個人的メモ』と称
するもの）」の提示を命じた。
検察官は，上記提示命令は当該証拠を検察官において入手し提示するこ
とを命じる趣旨であるとの原裁判所からの釈明を得た上で，同月１３日，提
示命令の対象は検察官の手持ち証拠に限られるし，上記メモは最高裁決定
が証拠開示命令の対象にならないと明確に判示しているものである等の理
由から，上記命令に異議を申し立て，これに応じなかった。また，検察官
は，Ｂ警察官からの電話聴取書２通を併せて提出した。同聴取書では，同
人は私費で購入した私物ノートを用いており，指示されたわけでもなく心
覚えのためにノートを取っているにすぎず，上司や同僚に見せたことも，
決裁に用いたり提出したこともない旨記載されていた。
次いで検察官は，期日間整理手続終了後の同月２１日，同日付で検察官に
宛てた福岡県警察本部刑事部刑事総務課長作成名義の「警察官作成の「個
人的メモ」の提示決定に対する意見書」（以下「県警意見書」という）を
提出した。同意見書では，裁判所が提示を求めたメモは，Ｂ警察官のもの
しか存在しないこと，その内容は任意採尿を実施するに当たり必要な書類
等を福岡県中央警察署組織犯罪対策課捜査員に対して問い合わせ確認した
結果等が雑記されているに過ぎないこと，同メモは「他に見せたり，提出
したりすることを全く想定していない」純然たる個人メモで，Ｂに対して
提出を求めることはできないこと等が記載されていた。
（２）原々審である福岡地方裁判所は，同月２５日，上記〔２〕及び〔３〕
の請求に対し，「刑訴法３１６条の２８第２項により期日間整理手続において準
用される刑訴法３１６条の２６第１項の証拠開示命令の対象となる証拠は，必
ずしも検察官が現に保管している証拠に限られず，当該事件の捜査の過程
で作成された書面等であって，公務員が職務上現に保管し，かつ，検察官
において入手が容易なものを含むと解するのが相当である」として，「本
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件メモは，被告人に対する覚せい剤取締法違反被疑事件の捜査の過程で作
成された書面であって，Ｂ警察官が職務上現に保管し，かつ，検察官にお
いて入手が容易なものであることが明らかであるから，開示の対象となる
証拠と認めるのが相当である」と判示した。そして，「本件メモは，いわ
ゆる主張関連証拠として開示請求がなされたものであるから，その関連性
の程度その他の被告人の防御の準備のために当該開示をすることの必要性
の程度並びに当該開示によって生じるおそれのある弊害の内容及び程度を
考慮し，相当と認めるときに開示を命じることになる」とし，「弁護人は，
警察官らが天神交番において被告人の身体を違法に拘束したと主張してい
るのであるから，本件保護状況に関する記載のある本件メモは，弁護人の
主張との関連性の程度が高く，また，警察官らの証言の信用性が問題とな
るという本件の証拠構造に照らせば，被告人の防御の準備のために本件メ
モの開示をすることの必要性の程度も高いといえる一方，本件メモの開示
によって生じるおそれのある弊害は，一般的には考えにくく，検察官から
の具体的な主張もない以上，これがあるとは認められない」として，「本
件保護状況ないし採尿状況に関する記載のある警察官 B作成のメモ」の
開示を命じ，上記〔２〕及び〔３〕のその余の請求を棄却した（原決定）
これに対して，検察官から同月２８日即時抗告が申し立てられた。
（３）原審である福岡高等裁判所は，「刑訴法３１６条の２６第１項の証拠開
示命令の対象となる証拠は，必ずしも検察官が現に保管している証拠に限
られず，当該事件の捜査の過程で作成され，又は入手した書面等であって，
公務員が職務上現に保管し，かつ，検察官において入手が容易なものを含
むと解するのが相当で」あるとし，警察官が捜査の過程で作成したメモ（備
忘録）についても，「犯罪捜査規範１３条が，『警察官は，捜査を行うに当た
り，当該事件の公判の審理に証人として出頭する場合を考慮し，および将
来の捜査に資するため，その経過その他参考となるべき事項を明細に記録
しておかなければならない』と規定していることからすれば，犯罪捜査に
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当たった警察官が，同条に基づき作成したメモ（備忘録）であって，捜査
の経過その他参考となるべき事項が記録され，捜査機関において保管され
ている書面は，個人的メモの域を超え，捜査関係の公文書ということがで
きるから，これに該当するメモ（備忘録）については，当該事件の公判審
理において，当該捜査状況に関する証拠調べが行われる場合には，証拠開
示の対象となり得るものと解するのが相当である」と判示した。そして，
「犯罪捜査規範１３条が，上記の目的にかなうよう，捜査に当たった警察官
に『その経過その他参考となるべき事項』（以下『その経過等』というこ
ともある）の明細を記録し，これを保存するよう義務づけながら，その体
裁や形式について何ら触れていないことからすれば，捜査に当たった警察
官が，私物のノートを利用するにせよ何らかの官物を利用するにせよ，捜
査の経過その他参考となるべき事項を記録したものは，同条に基づき作成
されたものと解するのが相当である」との解釈を示し，本件メモが，（Ｂ
メモに「本件保護状況ないし採尿状況に関する記載」が実際に存在するか
どうか確認できない状況にある以上，）Ｂメモと弁護人の主張との関連性
及び被告人の防禦のためにＢメモを開示することの必要性の程度がいずれ
も高いこと，Ｂメモの開示によって生じるおそれのある弊害は一般的には
考えにくく，検察官による具体的主張もない以上これを認めることができ
ないとした原々決定を支持した（原決定）。これに対して，特別抗告した
のが本件である。
〔決定要旨〕 特別抗告棄却
「犯罪捜査に当たった警察官が犯罪捜査規範１３条に基づき作成した備忘
録であって，捜査の経過その他参考となるべき事項が記録され，捜査機関
において保管されている書面は，当該事件の公判審理において，当該捜査
状況に関する証拠調べが行われる場合，証拠開示の対象となり得るものと
解するのが相当である」（最高裁平成１９年（し）第４２４号同年１２月２５日第三
小法廷決定・刑集６１巻９号８９５頁参照）。そして，「警察官が捜査の過程で
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作成し保管するメモが証拠開示命令の対象となるものであるか否かの判断
は，裁判所が行うべきものであるから，裁判所は，その判断をするために
必要があると認めるときは，検察官に対し，同メモの提示を命ずることが
できるというべきである。」
（３）最高裁判所第一小法廷平成２０年９月３０日決定（刑集６２巻８号２７５３
頁）
〔事案の概要〕
（１）被告人は，住所侵入，強盗致傷の罪で起訴されたが，この強盗致
傷の行為（以下「本件犯行」という。）に関与したことを否認している。
上記被告事件が公判前整理手続に付され，争点及び証拠の整理が行われ
ていたところ，住居侵入，強盗致傷被告事件における被告人の犯人性が本
件の争点となり，平成２０年２月１３日の第６回公判前整理手続期日において，
いったん公判前整理手続が終結した。ところが，同年３月３日，検察官は，
被告人の知人であるＡ（以下，「Ａ」という。）がこれまでの取調べで秘匿
していた事実が明らかになったとして，新たにＡの供述調書（甲第３０号証）
等の証拠調べの請求をし，さらに，同月１０日付けの証明予定事実記載書面
３において，被告人がＡに対し，本件への関与を認める言動をしていたこ
とを主張した。Ａについては，捜査段階でＢ警察官（以下，「Ｂ警察官」
という。）が取調べを行い，供述調書を作成していたが，上記の供述は，
この警察官調書には記載のないもの（以下，Ａの上記の供述を「新規供述」
という。）であった。そこで，検察官は，この新規供述について検察官調
書を作成し，その証拠調べを請求し，新規供述に沿う内容を証明予定事実
として主張したのである。これに対して，弁護人は，同月５日付け意見書
において，検察官の上記証拠請求には，法３１６条の３２の「やむを得ない事
由」が存在しないと主張した。東京地方裁判所は，検察官からこの点に関
する疎明を受け，当事者双方に対して「やむを得ない事由」が存在すると
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の見解を示した上，改めて本件を公判前整理手続に付し，同手続を再開し
たところ，弁護人は，検察官の主張に対して，同月２１日付け予定主張記載
書面（２）において，被告人がＡに対して本件への関与を認めた言動をし
たことはない旨主張し，さらに，検察官がＡ証人の立証趣旨として，被告
人が犯行を自認するのを聞いたこと等を追加して請求したところ，弁護人
は，「やむを得ない事由」が存在しないとして異議を述べたが，裁判所は，
それがあるとしてこれを許可した。
そこで，弁護人は，この新規供述に関する検察官調書あるいはＡの予定
証言の信用性を争う旨の主張をし，以下の証拠開示命令を請求した。すな
わち，〔１〕類型証拠開示請求については，Ａの取調べに係るＢ警察官作
成の取調べ小票，取調べメモ，手控え等備忘録（犯罪捜査規範に基づくメ
モか否かを問わない。以下「本件取調べメモ」という。）は，刑訴法３１６条
の１５第１項１号及び６号の類型証拠に該当し，Ａの供述経過を踏まえると
Aの検察官に対する供述調書（甲第３０号証）の証明力を判断するにあたり，
供述調書に記載されていないやり取りや記載されている供述の真し性を検
討するためには，本件取調べメモの開示が被告人の防御のため重要である
上，Ａについては証人尋問が予定されており，証言義務が課されているこ
とからすれば，本件取調べメモを開示することによる弊害は少なく，開示
が相当であるからその開示を命ずる旨の決定を求めると主張する。また，
〔２〕主張関連証拠開示請求については，被告人がＡに対し本件への関与
を認めた言動をしたことはないという弁護人の主張に関連する上，類型証
拠開示請求と同様，本件取調べメモの開示が被告人の防御のため必要であ
るからその開示を命ずる旨の決定を求めると主張した。これに対して，検
察官は，平成２０年４月２８日付け意見書記載のとおりであり，その要旨は，
証拠開示の対象となるのは取調べメモすべてではなく，飽くまで犯罪捜査
規範１３条に基づき作成されたものに限定されるから，警察から犯罪捜査規
範１３条に基づいて作成された取調べメモは存在しないとの回答があった本
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件においては，証拠開示の対象となるべき証拠は存在しないし，本件取調
べメモは，法３１６条の１５第１項１号及び６号の類型証拠に該当しない，ま
た，法３１６条の２０に基づく開示請求においては，その前提として必要とな
る法３１６条の１７第１項に定める主張の明示がなされておらず，関連性や相
当性も認められないから，弁護人の請求は理由がないと主張した。
本件大学ノートは，Ｂ警察官が私費で購入して仕事に利用していたもの
で，B警察官は，自己が担当ないし関与した事件に関する取調べの経過そ
の他の参考事項をその都度メモとしてこれに記載しており，勤務していた
新宿警察署の当番編成表をもこれにちょう付するなどしていた。本件メモ
は，Ｂ警察官がＡの取調べを行う前ないしは取調べの際に作成したもので
あり，Ｂ警察官は，記憶喚起のために本件メモを使用して，Ａの警察官調
書を作成した。なお，Ｂ警察官は，本件大学ノートを新宿警察署の自己の
机の引き出し内に保管し，練馬警察署に転勤した後は自宅に持ち帰ってい
たが，本件事件に関連して検察官から問合せがあったことから，これを練
馬警察署に持って行き，自己の机の引き出しの中に入れて保管していた。
（２）原々審である東京地方裁判所は，「法３１６条の２６第１項の証拠開示
命令の対象となる証拠は，当該事件の捜査の過程で作成され，又は入手し
た書面等であって，公務員が職務上現に保管し，かつ，検察官において入
手が容易なものを含み，公務員がその職務の過程で作成するメモのうち，
専ら自己が使用するために作成したもので，他に見せたり提出することを
全く想定していないものは，その対象とならないが，取調べ警察官が，犯
罪捜査規範１３条に基づき，取調べの経過その他参考となるべき事項を記録
し，捜査機関において保管されている書面は，単なる個人的メモに止まら
ず，捜査関係の公文書であって，これに該当する取調べメモについては，
当該事件の公判審理において，当該取調べ状況に関する証拠調べが行われ
る場合には，証拠開示の対象になると解するのが相当」であり，「警察官
が捜査の過程で作成し，保管する取調べメモが証拠開示命令の対象となる
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か否か，すなわち，それが犯罪捜査規範１３条に基づく取調べメモに当たる
か否かは，裁判所が行うべきもの」であるとしたうえで，本件取調べメモ
は，証拠開示命令の対象となる犯罪捜査規範１３条の基づく取調べメモに該
当すると判断した。本件取調べメモは，法３１６条の１５第１項１号の「証拠
物」，および法３１６条の１５第１項６号の「供述録取書等」には該当しないと
判断したものの，「被告人が自ら認識していない第三者の事情やその取調
べの具体的状況を弁護人に述べるということは想定できず，また，弁護人
が第三者と接触し，事情を聴取するなどして，供述の信用性を否定する具
体的な事情を調査することまで求めるのは困難であって，事案の内容，開
示された第三者の供述調書，審理の経過等に応じてできる限り具体的に主
張がされていれば，関連性判断の前提となる主張明示としては足りてい
る」として，主張の関連性および開示の必要性・相当性があり，開示する
ことによる弊害はないとして，主張関連証拠開示請求に基づく請求には理
由があるとして，法３１６条の２６第１項により証拠開示命令が決定された
（原々決定）。これに対して，原々決定の取消しを求めて，即時抗告した。
（３）原審である東京高等裁判所は，本件大学ノートのうち，Ａの取調
べに関する記載部分（以下，「本件メモ」という。）は，客観的に見て，犯
罪捜査規範１３条に基づき作成すべき書面（以下，「１３条書面」という。）に
あたるとし，１３条書面については，警察官においてこれを保管しておかな
ければならないのであって，そうである以上は，捜査機関において保管中
のものということができ，他方で，１３条書面であれば，本件のように，転
勤後自宅に持ち帰ったとしても，捜査機関において保管中のものといえる
とした。そして，「現段階ではＣ警察官の証人尋問までは予定されていな
いけれども，Ａの証人尋問において，Ｃ警察官による当該取調べ状況が問
題となる以上は，『当該事件の公判審理において，当該取調べ状況に関す
る証拠調べが行われる場合』に当たるといわなければならない」として，
被告人側の主張との関連性や開示の必要性・相当性があるとした原々決定
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を支持して，刑訴法４２６条１項後段により即時抗告を棄却した。これに対
して，原決定の取消しを求めて，特別抗告したのが本件である。
〔決定要旨〕 特別抗告棄却
「本件メモは，Ｂ警察官が，警察官としての職務を執行するに際して，
その職務の執行のために作成したものであり，その意味で公的な性質を有
するものであって，職務上保管しているものというべきである。したがっ
て，本件メモは，本件犯行の捜査の過程で作成され，公務員が職務上現に
保管し，かつ，検察官において入手が容易なものに該当する。また，Aの
供述の信用性判断については，当然，同人が従前の取調べで新規供述に係
る事項についてどのように述べていたかが問題にされることになるから，
Aの新規供述に関する検察官調書あるいは予定証言の信用性を争う旨の弁
護人の主張と本件メモの記載の間には，一定の関連性を認めることができ，
弁護人が，その主張に関連する証拠として，本件メモの証拠開示を求める
必要性もこれを肯認することができないではない。さらに，本件メモの上
記のような性質やその記載内容等からすると，これを開示することによっ
て特段の弊害が生ずるおそれがあるものとも認められない。」
「そうすると，捜査機関において保管されている本件メモの証拠開示を
命じた原々決定を是認した原判断は，結論において正当として是認できる
ものというべきである。」
なお，裁判官宮川光治の補足意見，裁判官甲斐中辰夫の反対意見がある。
裁判官宮川光治は，その補足意見のなかで，「本件メモが，広く，『本件
犯行の捜査の過程で作成され，公務員が職務上現に保管し，かつ，検察官
において入手が容易なものに該当する』か否かを問題とすることが適切で
ある。そして，そのような書面であると判断した後，刑訴法３１６条の２０第
１項に規定する主張との関連性の程度，必要性の程度，弊害の内容及び程
度について判断することとなる。」と説示した。
公判前（期日間）整理手続における証拠開示命令の対象 103
また，裁判官甲斐中辰夫は，「主張関連証拠の関連性，必要性等の判断
については，法律審たる当審は原則として事実審の判断を尊重すべきもの
と考えるが，双方の主張の明示義務は争点整理のために重要であり，関連
性，必要性等の判断は具体的に検討されるべきことが法律上予定されてい
る」との観点から，「原決定が，本件メモは『被告人側の主張との関連性』
及び『必要性』があるものと認めた点において，明らかに刑訴法３１６条の
２０の解釈を誤り著しく正義に反すると認めるので，原決定を破棄し，証拠
開示命令請求を棄却するべき」であるとした。
３．検討
（１）問題の所在
最高裁判所第三小法廷平成１９年１２月２５日決定（以下，「決定」とする）
は，刑訴法３１６条の２６第１項の証拠開示命令の対象となる証拠は，「必ずし
も検察官が現に保管している証拠に限られず，当該事件の捜査の過程で作
成され，又は入手した書面等であって，公務員が職務上現に保管し，かつ
検察官において入手が容易なものを含むと解するのが相当である」とし，
特別抗告を棄却した事例（１）である。最高裁判所第三小法廷平成２０年６月２５
日決定（以下，「決定」とする）は，「犯罪捜査に当たった警察官が犯罪
（１） 本件の評釈として，正木祐史「公判前整理手続において開示すべき証拠の範囲」
法学セミナ ６ー３９号（２００８年）１１６頁，安井哲章「刑訴法３１６条の２６第１項の証拠開
示命令の対象となる証拠の範囲」刑事法ジャーナル１２号（２００８年）９５頁以下，斎藤
司「警察官保管証拠と証拠開示命令の対象」法律時報８０巻９号（２００８年）１１４頁以
下，山田直子「刑訴法３１６条の２６第１項の証拠開示命令対象範囲および備忘録の開
示に関する特別抗告事件」速報判例解説（法学セミナー増刊）１９７頁以下，松代剛
枝「検察官が保管していない警察官備忘録の開示」判例タイムズ１２８２号（２００９年）
６０頁以下，後藤昭「公判前整理手続における証拠開示命令の対象」ジュリスト１３７６
号（平成１９年度重要判例解説）（２００９年）２１１頁以下などがある。
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捜査規範１３条に基づき作成した備忘録であって，捜査の経過その他参考と
なるべき事項が記録され，捜査機関において保管されている書面は，当該
事件の公判審理において，当該捜査状況に関する証拠調べが行われる場合，
証拠開示の対象となり得るものと解するのが相当である」とし，特別抗告
を棄却した事例（２）である。最高裁判所第一小法廷平成２０年９月３０日決定（以
下，「決定」とする）は，警察官が私費で購入した本件大学ノートに記
載した取調べに関する本件メモは，当該警察官が，「警察官としての職務
の執行のために作成したものであり，その意味で公的な性質を有するもの
であって，職務上保管しているものというべきであり，したがって，本件
メモは，本件犯行の捜査の過程で作成され，公務員が職務上現に保管し，
かつ検察官において入手が容易なものに該当する」とし，弁護人の主張と
本件メモの記載の間には，一定の関連性を認めることができ，本件メモの
証拠開示を求める必要性も，これを肯認することができないではないとし
て，特別抗告を棄却した事例（３）である。これら３つの最高裁判所決定はい
ずれも，証拠開示の対象について重要な判断を示したものである。以下で
は，これら３つの最高裁判所決定を素材として，まず第１に，刑事訴訟法
（２） 本件の評釈として，豊崎七絵「捜査メモと証拠開示」法学セミナ ６ー４６号（２００８
年）１２６頁，増田啓祐「（１）犯罪捜査に当たった警察官が犯罪捜査規範１３条に基づ
き当該捜査状況等を記録した備忘録は，刑訴法３１６条の２６第１項の証拠開示命令の
対象となり得るか，（２）警察官が捜査の過程で作成し保管するメモが証拠開示命
令の対象となるものか否かの判断を行うために，裁判所が検察官に対し同メモの提
示を命ずることの可否」ジュリスト１３６４号（２００８年）１４６頁以下，田淵浩二「検察
官が提示命令に応じなかった警察官作成メモの開示命令が適法とされた事例」速報
判例解説（法学セミナー増刊１５１頁以下），松代・前掲註（１）６０頁以下，後藤・前
掲註（１）２１１頁以下などがある。
（３） 本件の評釈として，田淵浩二「予定証人の新規供述の信用性を争うための取調
べメモの開示請求が肯定された事例」速報判例解説（法学セミナー増刊１６３頁以下），
豊崎七絵「私費購入ノート記載の取調べメモの開示」法学セミナ ６ー５２号（２００９年）
１３４頁，後藤・前掲註（１）２１１頁以下などがある。
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３２６条の２６第１項の証拠開示命令の対象となる証拠の範囲について論じ，
それを踏えて，第２に，証拠開示の対象となる証拠を具体的に検討する。
（２）刑事訴訟法３２６条の２６第１項の証拠開示命令の対象となる証拠の範
囲
対象となる証拠の判断基準
決定は，刑事訴訟法３２６条の２６第１項の証拠開示命令の対象となる証
拠について，「必ずしも検察官が現に保管している証拠に限られず，当該
事件の捜査の過程で作成され，又は入手した書面等であって，公務員が職
務上現に保管し，かつ，検察官において入手が容易なものを含む」という
判断を示した。また，決定においては，「入手した書面等であって」と
いう文言はないが，「本件犯行の捜査の過程で作成され，公務員が職務上
現に保管し，かつ，検察官において入手が容易なもの」というほぼ同様の
判断が維持された。
下級審判例ではこれまで，検察官が現に保管する一件捜査記録中にある
証拠（以下では，「検察官の手持ち証拠」という）に限るという立場（検
察官手持ち証拠説）と，原則的には検察官の手持ち証拠に限るものの，場
合によってはそれらに限られないという立場（準用説）があった（４）。検察
官手持ち証拠説にもとづく判例には，広島高等裁判所平成１８年８月２５日決
定（公刊物未登載），名古屋高等裁判所平成１９年５月２５日決定（公刊物未
登載），東京地方裁判所平成１９年６月１８日決定（公刊物未登載），東京地方
裁判所八王子支部平成１９年６月６日決定（公刊物未登載）などがあり，他
方で，準用説にもとづく判例には，名古屋高等裁判所平成１８年１１月１５日決
（４） 辻裕教「刑事訴訟法等の一部を改正する法律（平成１６年法律第６２号）について
（２）」法曹時報第５７巻第８号（２００５年）９９頁以下，田野尻猛「証拠開示に関する裁
判例等について」判例タイムズ１２５４号（２００８年）１７頁参照。
（５） 辻・前掲註（４）３１頁。
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定（公刊物未登載），東京高等裁判所平成１９年１１月８日決定（刑集６１巻９
号９２５頁）などがある。検察官手持ち証拠説は，刑事訴訟法３１６条の２７第２
項が，「その保管する証拠」と規定していることを論拠とする（５）。たとえ
ば，広島高等裁判所平成１８年８月２５日決定は，「刑訴法３１６条の２０の規定に
よる証拠の開示が，検察官のもとで保管されているいわゆる検察官手持ち
証拠を対象としていることは，同法３１６条の２７第２項が，裁判所は，証拠
開示に関する裁定の請求について決定するに当たり，『検察官に対し，そ
の保管する証拠であって，裁判所の指定する範囲に属するものの標目を記
載した一覧表を命じることができる。』と規定していることからも明らか
である。すなわち，同法３１６条の２０第１項に基づいて被告人又は弁護人が
開示の請求をすることができる証拠は，検察官の保管する証拠に限られ
る」と判示した（６）。また同様に，名古屋高等裁判所平成１９年５月２５日決定
は，「刑訴法３１６条の１５により開示が予定されている証拠は，検察官が現に
保管している一件捜査記録や証拠物を意味すると解され，このことは，同
法３１６条の２７第２項に，裁判所が，被告人側からの開示命令の請求につい
て決定をするに当たり，検察官の保管する証拠であって，裁判所の指定す
る範囲に属するものの標目を記載した一覧表の提示を命ずることができる
旨の規定が置かれていることからもうかがわれる。裁判所が個別の釈明権
を行使して追加立証を促すような場合と異なり，同法３１６条の１５に基づく
開示においては，特段の事情がない限り，検察官としては，一件捜査記録
等に含まれる以外の証拠を新たに作成したり，探し出したりして開示をす
る義務を負うとは解されない」と判示した（７）。他方で，準用説は，「争点
整理と証拠調べを有効かつ効率的に行うためのもの」という公判前（期日
間）整理手続における証拠開示制度の趣旨を論拠とする。たとえば，決定
（６） 本決定は，田野尻・前掲註（４）１７頁以下から情報を得た。
（７） 本決定は，田野尻・前掲註（４）１８頁以下から情報を得た。
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の原決定である東京高等裁判所平成１９年１１月８日決定は，「刑訴法３１６条
の２０により検察官が開示義務を負う証拠の範囲は，原則として，検察官の
手持ち証拠に限られるというべきであるが，検察官が容易に入手すること
ができ，かつ，弁護人が入手することが困難な証拠であって，弁護人の主
張との関連性の程度及び証明力が高く，被告人の防御の準備のために開示
の必要性が認められ，これを開示することによって具体的な弊害が生じる
おそれがない証拠が具体的に存在すると認められる場合には，これは，い
わば『検察官が保管すべき証拠』というべきであるから，検察官の手持ち
証拠に準じ，これについても証拠開示の対象となると解すべきである」と
判示した（８）。
決定は，刑事訴訟法３１６条の２６第１項の証拠開示命令の対象となる証
拠について，公務員が職務上保管しているかという観点から，準用説に立
脚した判断基準を示した（公務員保管証拠説）。すなわち，１つには捜査
過程での作成・入手，２つには公務員による職務上保管，３つには検察官
の入手容易性という基準である。決定において示された基準は，決定
においてもほぼ維持されており，対象範囲の判断については実務上このよ
うな基準が採られることになるであろう。このような判断基準が採られた
ことに対して，「検察官が保管していない証拠まで開示命令が及ぶとなる
と，検察官自身が存否自体を知らない物にまで開示命令が及ぶことになる
し，一体，どこまでが開示命令の範囲に入るかその境界が明確でなく，実
務上混乱が生じかねない」として，検察官手持ち証拠説から反対する見解（９）
も出されている。しかしながら，１つには，公務員による職務上保管，検
察官の入手容易性という基準があること，また，２つには，仮に対象とな
るとしても，争点開示証拠の開示をめぐって課される主張の明示義務（３１６
（８） 東京高決平１９・１１・８刑集６１巻９号９２５頁。
（９） 土本武司「取調べメモの開示」捜査研究６８１号（２００８年）２８頁。
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条の１７第１項）は被告人側にあり，加えて，いわゆる証拠あさり的な運用
を防止するうえでも，主張の関連性や開示の必要性などの要件は抽象的で
は足りず，いずれも具体的でなければならないことなどから，いたずらに
検察官に広範な証拠開示義務が課されることにはつながらないと推察され
る。やはり，公判前（期日間）整理手続における証拠開示制度の趣旨など
にかんがみると，いわば公務員保管証拠説に位置づけられる決定①の判断
基準は支持される。
刑事訴訟法３１６条の１５第１項における類型証拠としての対象
a）最高裁判所第三小法廷平成１９年１２月２５日決定（決定）と東京高等裁
判所平成１９年１１月８日決定の関係
決定は，原審である東京高等裁判所平成１９年１１月８日決定とにおいて，
第１に，証拠の対象を論じる際の表現の相違，第２に，開示義務の根拠と
なる条文の相違がある（１０）。まず第１について，決定は，「必ずしも検察
官が現に保管している証拠に限られず，当該事件の捜査の過程で作成され，
又は入手した書面等であって，公務員が職務上現に保管し，かつ，検察官
において入手が容易なものを含む」と示したのに対して，決定の原決定
は，原則として，検察官の手持ち証拠に限られるものの，「検察官が容易
に入手することができ，かつ，弁護人が入手することが困難な証拠」で，
主張の関連性の程度および証明力が高く，開示の必要性があり，開示によ
って具体的な弊害が生じる恐れのない証拠を「検察官が保管すべき証拠」
とした。原決定は，証拠の対象範囲で刑事訴訟法３１６条の２０第１項の要件
を列挙して範囲にしぼりをかけているが，決定は比較的広範に捉えてい
る。また第２について，決定は，「刑訴法３１６条の２６第１項の証拠開示命
（１０） 最高裁判所第三小法廷平成１９年１２月２５日決定と東京高等裁判所平成１９年１１月８
日決定との相違に関する分析として，安井・前掲註（１）９８頁以下参照。
公判前（期日間）整理手続における証拠開示命令の対象 109
令の対象となる証拠」としているのに対して，決定の原決定は，「刑訴
法３１６条の２０により検察官が開示義務を負う証拠の範囲」としている。決
定の原決定が「刑訴法３１６条の２０により」としているのは，弁護人が，
警察官による自白を強要する威嚇的取調べ，利益提示による自白を誘引し
た旨主張し，それに関連する証拠として，刑事訴訟法３１６条の２０第１項に
もとづき，被告人の取調べにかかる，〔１〕検察官の取調メモ（手控え），
取調小票等，〔２〕検察事務官の取調メモ（手控え），〔３〕警察官の取調
メモ（手控え），取調小票，調書案，備忘録等，〔４〕警察官・検察官間の
連絡メモ等の開示を請求していたことによる。このような原決定に対して，
決定が「刑訴法３１６条の２６第１項の証拠開示命令の対象となる証拠」と
表現した背景には，次のような２つの理由が考えられる。１つには，条文
の名宛人の相違による。すなわち，刑事訴訟法３１６条の２０第１項は，「検察
官は」としているのに対して，同３１６条の２６第１項は，「裁判所は」として
いるが，後者にもとづいて判断したのは，最高裁判所が法律審として，命
令権限が裁判所である旨を明示するねらいがあったからだと思われる。こ
の点は，決定をした最高裁判所第三小法廷が，決定において「警察官
が捜査の過程で作成し保管するメモが証拠開示命令の対象となるものであ
るか否かの判断は，裁判所が行うべきものである」と判示したことにも裏
づけられるであろう。２つには，刑事訴訟法３１６条の２０第１項における証
拠開示の対象範囲だけが検察官の手持ち証拠に限られないと判断したわけ
ではなく，同３１６条の１５第１項における証拠開示の対象範囲についても，
同様の考え方が成り立ちうることを示唆したことによる。ところで，証拠
開示の手続については以下のとおりである。裁判所は，検察官が同３１６条
の１４，同３１６条の１５第１項，同３１６条の２０第１項の規定による開示をすべき
証拠を開示していないと認めるときに，被告人・弁護人の請求により証拠
の開示を命令することができる（同３１６条の２６第１項）。このうち，検察官
は，特定の検察官請求証拠（３１６条の１４）の証明力を判断するために重要
110
であると認められるものについて，被告人側から開示の請求があった場合
に，開示の必要性などを考慮し，相当と認めるときは，３１６条の１５第１項
の各号に定める類型証拠が開示される。ただ，これら証拠開示をした場合
において，被告人側が事実上・法律上の主張があるときは，被告人側がこ
れを明白にしたうえで，その主張に関連することが認められるものについ
ては，被告人側から請求があった場合に，開示の必要性などを考慮し，相
当と認めるときは，証拠を開示しなくてはならない（３１６条の２０第１項）。
検察側がこれら規定による開示をすべき証拠を開示していない場合には，
相手方の請求により，裁判所から開示を命じられる（３１６条の２６第１項）。
このうち，決定が，刑事訴訟法３１６条の２０第１項における争点開示証拠
の対象範囲としてその意義を有することには争いがない点だが，決定の
原決定とは異なり，刑事訴訟法３１６条の２６第１項の対象範囲として論じた
ことは，思うに，同３１６条の１５第１項による類型証拠についても，検察官
が開示義務を負う証拠の範囲が，検察官の手持ち証拠に限られないという
ことを意図したからだと推察される（１１）。上記の名古屋高等裁判所平成１９年
５月２５日決定は，被告人の供述調書の任意性に関する証人である検察官が
被告人の取調べ時に作成した備忘録等について，刑事訴訟法第３１６条の１５
第１項５号の類型証拠として開示請求がなされた事案であるが，決定が，
広島高等裁判所平成１８年８月２５日決定だけでなく，当該決定も変更する旨
明記したことは，このような意味をふくんでいるものと考えられる。
b）刑事訴訟法３１６条の１５第１項における証拠開示の対象となる証拠の範
囲
刑事訴訟法３１６条の１５第１項は，検察官請求証拠（同３１６条の１４）以外の
証拠で，特定の請求証拠の証明力を判断するために重要であると認められ
（１１） 同旨として，正木・前掲註（１）１１６頁，安井・前掲註（１）９８頁がある。
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るものについて，被告人側の請求があった場合に証拠の開示を要求してい
るが，ここで対象となる証拠において，検察官の手持ち証拠以外の証拠を
その範囲とするのかについては，決定以前の下級審判例はおおむね検察
官手持ち証拠説に依拠していた。たとえば，上記の名古屋高等裁判所平成
１９年５月２５日決定がある。また，東京高等裁判所平成１８年１０月１６日決定は，
弁護人が，事件関係者及び被告人から事情を聴取した結果を記載した捜査
官作成の捜査報告書及び電話聴取書等の証拠を３１６条の１５第１項６号に基
づく証拠開示を請求した事案において，「刑事訴訟法第３１６条の１５により開
示が予定されている証拠は，基本的には検察官が現に保管している証拠を
意味するものと解され，この点はこれまでの証拠開示に関する一般的な実
務の解釈・運用と異なるところはない。このことは，刑訴法３１６条の２７第
２項に，裁判所が，被告人側からの開示命令の請求について決定をするに
当たり，検察官の保管する証拠であって，裁判所の指定する範囲に属する
ものの標目を記載した一覧表の提示を命ずることができる旨の規定が置か
れていることからもうかがうことができる。したがって，被告人側からの
請求に対し，検察官が警察から送致を受けていない証拠を改めて送致させ
るなどした上，これを被告人に開示することは，本条に基づく開示として
は本来予定されていないものと解される（なお，裁判所が，争点整理過程
において，検察官に対して個別に釈明権を行使した場合に検察官の取るべ
き対応いかんといった問題は別論である）。」と判示した（１２）。東京地方裁判
所平成１９年６月１８日決定（公刊物未登載）は，覚せい剤取締法違反被告事
件において，現行犯人逮捕手続書の証明力を判断するために必要であると
して，被告人に対する職務質問，所持品検査等，被告人の逮捕に至るまで
の状況を記載した警察官作成の備忘録に対する３１６条の１５第１項３号また
は６号に基づく証拠として開示が請求された事案について，「刑事訴訟法
（１２） 東京高決平１８・１０・１６判時１９４５号１６８頁，判タ１２２９号２０４頁。
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第３１６条の１５第１項による検察官に対して開示を求める対象となる証拠は
検察官に送致された記録に含まれる証拠に限られる」として，開示命令請
求を棄却した（１３）。東京高等裁判所平成１９年７月１９日決定は，殺人事件等
の被害者の死体の司法解剖を担当したＡ医師が司法解剖時に作成した手控
え，備忘録又はそれらのデータファイル，供述を録取したテープ等，被
害者の死体の解剖立会報告書，その他解剖立会状況についての捜査報告書，
被害者の死体を司法解剖した際に撮影された写真について，類型証拠（
については５号類型，については６号類型，については１号類型）と
して開示請求がなされた事案において，「刑訴法３１６条の１５により開示が予
定されている証拠は，基本的には検察官が現に保管している証拠を意味す
ると解される」ところ，「ないしのいずれも捜査機関が保有するもの
でない」として，即時抗告を棄却した（１４）。
だが他方で，準用説あるいは公務員保管証拠説に依拠していると思われ
る下級審判例も存在する。名古屋高等裁判所平成１８年１１月１５日決定は，解
剖に立ち会った捜査官が被害者の各消化器の内容物について記録した備忘
録等をふくむ捜査資料の開示が問題となった事案において，「（被害者）V
の胃等の内容物に関する情報が記載された捜査官の手控えはW調書（栄
養学の専門家であるWの検察官に対する供述調書）と共に当然検察官の
下に送致されることが想定される捜査書類といえるのであって，これを，
現に検察官の手許にないことのみをもって，刑訴法３１６条の１５にもとづく
証拠開示の対象から除外されるものと解すべきではない。」として，捜査
官の手控えの一部開示を命じている（１５）。
たしかに，これまでは検察官の手持ち証拠に限定される傾向があったが，
（１３） 本決定は，田野尻・前掲註（４）１９頁以下から情報を得た。
（１４） 本決定は，田野尻・前掲註（４）２０頁以下から情報を得た。
（１５） 本決定は，田野尻・前掲註（４）１８頁以下から情報を得た。
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しかしながら，上記において，決定が刑事訴訟法３１６条の２６の証拠開示
命令の対象範囲として論じたことは，同３１６条の１５第１項による類型証拠
についても，検察官が開示義務を負う証拠の対象範囲が検察官の手持ち証
拠に限られないということを意図したと理解しうる。それは，「取調べ状
況を立証するために，被告人と取調べ捜査官の尋問を行い，両者の間で不
当な取調べ等を『した』『しない』の水掛け論となり審理が長期化してい
たことを防止し，できるだけ客観的な資料により取調べの状況を立証して
いくべきものとした」公判前（期日間）整理手続における証拠開示制度の
趣旨などを根拠にすることができる。これは一例ではあるが，東京高等裁
判所平成１９年１１月８日決定は，「取調べ過程を録音・録画したものが最も
客観的であって望ましいと考えられることはいうまでもないところである
が，直ちにこれが具現化されていない現状においては，留置人出入簿，留
置人動静簿，看守勤務日誌等のほか，捜査官が作成したメモ，取調経過一
覧表などのその他の客観的資料により立証がなされるよう努力がなされる
べき」と説示している（１６）。被留置者の留置に関する規則５条は，留置施設
には，被留置者名簿，被留置者出入簿，被留置者金品出納簿，被留置者反
則行為措置簿などの簿冊を備え，所定事項を記録しておかなければならな
いと規定しているが，このような簿冊とともに，捜査官が作成したメモが
列挙されていることは，刑事訴訟法３１６条の１５第１項８号に規定する「取
調べ状況の記録に関する準則に基づき，検察官，検察事務官又は司法警察
職員が職務上作成することを義務付けられている書面であって，身体の拘
束を受けている者の取調べに関し，その年月日，時間，場所，その他の状
況を記録したもの（被告人に係るものに限る。）」に該当する可能性があろ
う（１７）。このように，同３１６条の１５第１項による類型証拠の対象範囲にも，「当
（１６） 東京高決平１９・１１・１８刑集６１巻９号９２５頁。
（１７） 同旨として，正木・前掲註（１）１１６頁，安井・前掲註（１）９８頁がある。
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該事件の捜査の過程で作成され，又は入手した書面等であって，公務員が
職務上現に保管し，かつ，検察官において入手が容易な」検察官の手持ち
証拠以外の証拠（公務員保管証拠）がふくまれると解され，それが開示す
るべきか否かは，請求された証拠の性質が同３１６条の１５第１項の各号に定
める類型証拠に該当するか否か（類型該当性を判断し），さらには開示の
必要性および開示することによって生じるおそれのある弊害の内容や程度
を考慮して個別具体的に判断されるべきであろう。
刑事訴訟法３１６条の２７第１項による証拠の提示命令
刑事訴訟法３１６条の２７第１項においては，裁判所は，証拠開示命令の請
求について決定するにあたり，必要があると認めるときは，検察官，被告
人または弁護人に対して，当該請求にかかる証拠の提示を命ずることがで
きると規定しているが，決定は，「警察官が捜査の過程で作成し保管す
るメモが証拠開示命令の対象となるものであるか否かの判断は，裁判所が
行うべきものであるから，裁判所は，その判断をするために必要があると
認めるときは，検察官に対し，同メモの提示を命ずることができるという
べきである」と判示した。このような判断が示された背景には，第１に，
決定以降も，犯罪捜査規範１３条に該当しない個人的メモであることを理
由に，提示命令にすら応じない場合があったこと，第２に，大阪地方裁判
所平成２０年３月２６日決定（判タ１２６４号３４３頁）が，捜査機関が保管する取
調べメモその他のメモ類が犯罪捜査規範１３条にもとづく備忘録に該当する
か否かの判断を最終的に誰が行うのかについて，「最終的に捜査官におい
て判断が可能な事柄であるから，裁判所は，特段の事情のない限り，その
判断を尊重すべきであって，本件のように検察官が１３条該当取調べメモが
存在しないと回答している場合には，速やかに裁定請求を棄却すべきであ
る」と判示したことなどが関係していると推察される。刑事訴訟法３１６条
の２７第１項は，「裁判所は」，「検察官，被告人又は弁護人に対し」と規定
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していることから，その判断は裁判所が行うべきことは明白であり，大阪
地方裁判所平成２０年３月２６日決定の考え方は支持できない。決定②は，こ
うした背景を修正する意図があったものと思われる。
（３）証拠開示命令の対象となる証拠の具体的検討
取調警察官の備忘録
取調警察官が捜査過程で作成したメモ（備忘録）について，決定は，
「公務員がその職務の過程で作成するメモについては，専ら自己が使用す
るために作成したもので，他に見せたり提出することを全く想定していな
いものがあることは所論のとおりであり，これを証拠開示命令の対象とす
るのが相当でないことも所論のとおり」であるとしたが，しかしながら，
「犯罪捜査規範１３条は，『警察官は，捜査を行うに当り，当該事件の公判の
審理に証人として出頭する場合を考慮し，および将来の捜査に資するため，
その経過その他参考となるべき事項を明細に記録しておかなければならな
い。』と規定しており，警察官が被疑者の取調べを行った場合には，同条
により備忘録を作成し，これを保管しておくべきものとしているのである
から，取調警察官が，同条に基づき作成した備忘録であって，取調べの経
過その他参考となるべき事項が記録され，捜査機関において保管されてい
る書面は，個人的メモの域を超え，捜査関係の公文書ということができ」，
「これに該当する備忘録については，当該事件の公判審理において，当該
取調べ状況に関する証拠調べが行われる場合には，証拠開示の対象となり
得るものと解するのが相当である」と判示した。
警察官が取調べを行った際に作成した備忘録が開示の対象になるかにつ
いて，下級審判例は開示の対象とならないとする立場（否定説）と，なる
とする立場（肯定説）に分かれていた。開示の対象とならないとする立場
（否定説）としては，上記の広島高等裁判所平成１８年８月２５日決定，名古
屋高等裁判所平成１９年５月２５日決定などがある。広島高等裁判所平成１８年
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８月２５日決定は，「本件メモ等は，取調官である警察官が，被告人を取り
調べた際，その供述調書を作成するための心覚えとして，被告人の供述内
容の要点等を同取調官において必要と認める範囲内で随時記録した備忘録
の類であるから，検察官に事件を送致又は送付する際に送致書又は送付書
に添付すべき関係書類又は証拠物（犯罪捜査規範第１９５条参照）であると
は認められない」と判示した（１８）。また，名古屋高等裁判所平成１９年５月２５
日決定も，「世上では一件捜査記録以外に捜査官が私的に個人的なメモを
所持している例もまま認められるが，それらは，その性質に照らし，直ち
に一件捜査記録に含まれるものではなく，現に犯罪捜査の実務でもそのよ
うに取り扱われている。諸論は，P証人に予定されている証言内容が詳細
であることを根拠に，備忘録が残っているはずであるというが，仮にそう
であるとしても，それは個人的なメモの類である」と判示した（１９）。他方で，
開示の対象となるとする立場（肯定説）としては，決定の原決定である
東京高等裁判所平成１９年１１月８日決定がある。東京高等裁判所平成１９年１１
月８日決定は，「犯罪捜査規範１３条には，『警察官は，捜査を行うに当たり，
当該事件の公判の審理に証人として出頭する場合を考慮し，および将来の
捜査に資するため，その経過その他参考となるべき事項を明細に記録して
おかなければならない。』旨定めているのであるから，このような取調べ
過程に関する備忘録を保存することが警察官には義務づけられているとこ
ろであり，取調べ状況を尋問するための検察官による証人テストの際にも，
警察官はこれらのメモ（備忘録）に基づきながら，記憶を喚起し，証人尋
問に備えているものと推測される。したがって，このような捜査官が作成
したメモについては，一律に『個人的な手控え』として，無条件に開示の
対象から外すという判断をするのではなく，当該メモの記載内容に応じ，
（１８） 本決定は，田野尻・前掲註（４）１７頁以下から情報を得た。
（１９） 本決定は，田野尻・前掲註（４）１８頁以下から情報を得た。
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刑訴法３１６条の２０による証拠開示に関する上記２（＊『上記２』とは，『検
察官が容易に入手することができ，かつ，弁護人が入手することが困難な
証拠であって，弁護人の主張との関連性の程度及び証明力が高く，被告人
の防御の準備のために開示の必要性が認められ，これを開示することによ
って具体的な弊害が生じるおそれがない証拠が具体的に存在すると認めら
れる場合』である。）に記載した要件に該当するか否かを慎重に検討すべ
き」であると判示した（２０）。上記のように，決定は，肯定説に立脚して，
警察官が取調べを行った際に作成した備忘録が開示の対象になると判断し
た。
ところで，決定は，警察官が被疑者取調べを行った場合には，備忘録
を作成し，保管しておくべきものであるから，取調警察官が，同条にもと
づき作成した備忘録であって，取調べの経過その他の参考なるべき事項が
記録され，捜査機関において保管されている書面は，「捜査機関の公文書」
にあたると判断した。決定において，「公務員が」としているのは，公
務員一般を指しているものと解される。すなわち，公務員一般が職務の過
程で作成するメモは，通常，開示対象にはならないが，しかしながら，警
察官は異なり，犯罪捜査規範１３条が「警察官は，捜査を行うに当り，当該
事件の公判の審理に証人として出頭する場合を考慮し，および将来の捜査
に資するため，その経過その他参考となるべき事項を明細に記録しておか
なければならない」と規定していることから，捜査過程で作成したメモ（備
忘録）は，すべて証拠開示の対象となりうると解釈したものと理解される。
つまり，警察官が捜査過程で作成したメモ（備忘録）は，犯罪捜査規範１３
条に基づき作成された備忘録にあたり，決定で争点となった取調警察官
の備忘録というのは，その１つということになろう。このように理解した
場合，たとえ，犯罪捜査にあたった警察官が私費で購入して，だれからも
（２０） 東京高決平１９・１１・８刑集６１巻９号９２５頁。
118
指示されることなく心覚えのために使用しているノートだとしても，その
なかに捜査の経過その他参考となるべき事項が記載され，捜査機関におい
て保管されているものは，開示の対象となると判断した決定，ならびに，
警察官が，取調べ状況に関するメモを私費で購入したノートに記載し，そ
れを一時期自宅に持ち帰っていたとしても，当該メモは，捜査の過程で作
成され，公務員が職務上現に保管し，かつ，検察官において入手が容易な
ものと判断した決定は，いずれも支持される。ところで，決定の原決
定および原々決定は，犯罪捜査規範１３条にもとづき作成された備忘録か否
かを検討しているが，それは手続の判断構造上妥当ではない。宮川光治裁
判官が，決定の補足意見のなかで指摘しているように，「広く，『本件犯
行の捜査の過程で作成され，公務員が職務上現に保管し，かつ，検察官に
おいて入手が容易なものに該当する』か否かを問題とすること」が適切で
あろう。
検察官の備忘録
決定が，「犯罪捜査に当たった警察官が犯罪捜査規範１３条に基づき作
成した備忘録」としていることから，検察官が捜査過程で作成したメモ（備
忘録）についても証拠開示の対象となるのかが問題となる。上記の名古屋
高等裁判所平成１９年５月２５日決定は，被告人の供述調書の任意性に関する
証人である検察官 Pが被告人の取調べ時に作成した備忘録について，５
号類型として開示請求がなされた事案において，このような備忘録はいわ
ゆる一件捜査記録のなかにはふくまれておらず，P証人が現役の検察官で
あるとしても別異に解する必要はないとして，請求を棄却する判断を示し
た。しかしながら，決定は，この名古屋高等裁判所平成１９年５月２５日決
定を変更する旨明言していることから，検察官が捜査過程で作成したメモ
（備忘録）についても証拠開示命令の対象となるように思われる。この点，
司法制度改革によって，警察に関しては犯罪捜査規範１８２条の２により，
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また，検察に関しても取調べ状況の記録等に関する訓令により，身柄拘束
中の被疑者の取調時間，供述調書作成の有無等の取調べの過程・状況等に
関する事項について書面による記録の作成・保存が義務付けられている（２１）
ところ，警察官と同様に，取調べにあたる検察官においてもメモ（備忘録）
を取ることが考えられることから，検察官が捜査過程で作成したメモ（備
忘録）についても，証拠開示の対象とされるべきであろう。このような理
解は，「捜査の過程で作成され，公務員が職務上現に保管し，かつ，検察
官において入手が容易なもの」と判断した決定によっても裏づけられる。
もっとも，検察官が訴訟準備のために法律的な主張の組立てなどを記載し
た書面は，事実に関する資料ではないので，開示請求の対象にはならない
とされる可能性があり，このようないわゆるワークプロダクト論（２２）の余地
を判例は完全に否定はしていない，という指摘がある（２３）。そのようなメモ
については，捜査の経過その他参考となるべき事項といった事実に関する
客観的資料とは性質を異にすることから，証拠開示の対象にはならないと
いう側面はあろう。
その他
また，決定以降の証拠開示命令の対象に関する注目すべき判例として，
大阪高等裁判所平成２０年１２月３日決定（判タ１２９２号１５０頁）がある。これ
は，捜査官が被告人方建物の内外，その室内の状況及び現場にあった物等
をデジタルカメラで撮影して記録した電磁データ，〔２〕被害者の遺体写
真をデジタルカメラで撮影して記録した電磁データについて，類型証拠お
（２１） 梶木壽ほか編著『新捜査書類全集第４巻取調べ』（立花書房，２００６年）１５頁参
照。
（２２） 酒巻匡『刑事証拠開示の研究』（有斐閣，１９７４年）１７４頁以下参照。
（２３） 後藤昭「公判前整理手続における証拠開示命令の対象」重判平成１９年（２００９年）
２１３頁。
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よび主張関連証拠として開示請求された事案において，検察官が，「検察
官の手持ち証拠ではなく，捜査機関においても保管しておらず，消去済み
である」旨主張したのに対して，当該裁判所は，「事件が現に係属中であ
るのに，捜査機関が〔１〕及び〔２〕を消去するなどというのは通常考え
難いことであって，裁判所としては，検察官の上記のような不合理な主張
を容易に受け入れるべきではなく，検察官に対し，消去の経緯や時期，そ
の理由等について具体的な説明を求め，場合によっては担当者の証人尋問
などの事実取調べを行うなどして事の真偽を確かめる必要があるというべ
きであり，それによって納得のいく説明等がなされなければ，それらの証
拠は捜査機関が保管しており，検察官において入手が容易なものとみなす
べきであると解される」と判示したというものである。「捜査の過程で作
成され，公務員が職務上現に保管し，かつ，検察官において入手が容易な
もの」との判断基準からすれば，このようなデジタルカメラで撮影して記
録した電磁データについても，証拠開示の対象となりうると解され，大阪
高等裁判所の決定は，正当であると解される。
４．おわりに
最高裁判所平成１９年１２月２５日決定を契機とした証拠開示の対象に関する
判例からは，司法制度改革をふまえた証拠のあり方に対する最高裁判所の
意識の変化を読み取ることができる。最高裁判所は明示していないが，決
定の原決定である東京高等裁判所が，「審理の長期化を防止し，できる
だけ客観的な資料により取調べ状況を立証していくべきものとしたもの」
としたうえで，「このような資料としては，取調べ過程を録音・録画した
ものが最も客観的であって望ましいと考えられることはいうまでもないと
ころであるが，直ちにこれが具現化されていない現状においては，留置人
出入簿，留置人動静簿，看守勤務日誌等のほか，捜査官が作成したメモ，
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取調経過一覧表などのその他の客観的資料により立証がなされるよう努力
がなされるべきである」と判示したことに象徴されるように，その意識は，
「記憶」に基づく証拠から，「記録」に基づく証拠への転換を示唆したもの
と理解されよう。だが，そのような転換がなされていない現状において，
せめて「記憶」を喚起する客観的な証拠を要求したものと理解されるべき
である。適正な捜査によって得られた証拠の証明力は，より客観的な証拠
によって裏づけられる。たしかに，取調べなどにおいて，警察官・検察官
と被疑者とのあいだの「生の人間同士のぶつかり合い」とした捜査手法が
無になる懸念（２４）もあるが，しかしながら，改革された司法制度のもと，そ
れに適応した捜査手法の変化に期待したい。
（２４） 梶木ほか・前掲註（２１）１５頁。
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